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1.学校施設長寿命化計画の背景・目的等 

1.1.背景 

全国の地方公共団体では、1960年代～1970年代に公共施設が集中的に整備され、その公共

施設の建て替えなどの更新時期を一斉に迎えようとしています。 

また、少子高齢化の急速な進行に伴い、扶助費等の社会保障関係費は増加傾向にあり、財政状

況が年々厳しさを増している中で、今後は全国的に既存公共施設等の更新に充当できる財源は減

少傾向にあります。 

さらに、人口減少等によって既存の公共施設等に対する需要が変化していくことが予想される

ことも踏まえ、既存の公共施設等の状況を把握するとともに、適正な供給量や配置を実現するこ

とが、全国共通の課題となっています。 

このような状況を踏まえ、国は、2013年 11月「経済財政運営と改革の基本方針～脱デフレ・

経済再生～」（2013年６月 14日閣議決定）において、インフラの老朽化が急速に進展する中、

「新しく造ること」から「賢く使うこと」への重点化が課題であるとの認識のもと、「インフラ長

寿命化基本計画」を策定し、2014 年 4 月に全国の地方公共団体に対し、「公共施設等総合管理

計画」の策定要請を行いました。これにより、すべての地方公共団体は、庁舎・学校などの公共

施設、道路・橋りょうなどのインフラ資産などすべての公共施設等を対象として、財政見通しと

ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）に配慮した「公共施設等総合管理計画」を 2016年度までに策

定することを要請されました。 

本市においても厳しい財政状況が続く中、所有する公共施設等は老朽化が進んでおり、今後、

維持・修繕の需要はますます増加し、最終的には将来の建て替え需要の集中的増大に直面するこ

とが予想されます。また、人口減少、高齢化等により今後の公共施設等の利用需要が変化してい

くことが見込まれ、公共施設等を総合的に管理していくための指針である「坂東市公共施設等総

合管理計画」（以下「総合管理計画」という。）を 2017年３月に策定しました。 

総合管理計画の策定後は、公共施設等の改修及び更新について具体的な管理計画（個別施設計

画）を策定するものとされており、本計画は学校施設に関しての具体的な計画として位置付けら

れるものです。 

 

1.2.目的 

学校施設を所管する文部科学省は、全国の教育委員会に対して、「文部科学省インフラ長寿命化

計画（行動計画）」（2015 年３月策定）に基づく学校施設の長寿命化に向けた個別施設計画を、

2019年度中に策定するよう求めており、「坂東市学校施設長寿命化計画」（以下「本計画」とい

う。）は、この計画に該当するものです。 

児童生徒のみならず、全ての住民が利用する上で求められる安全性・機能性・快適性を備える

施設であり続けるよう、施設整備にかかる財政負担の縮減や平準化を図り、中長期的な改修の実

施時期や規模等を定める長寿命化方針を明らかにするものです。 
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【「学校施設の長寿命化」の意義】 

学校施設の長寿命化は、施設の耐用年数の延伸、工事費用の縮減や工期短縮、構造躯体

※の再利用による廃棄物排出量や二酸化炭素発生量の発生抑制等を実現する。 

同時に、多様な学習内容・学習形態に対応する教育環境の質的向上の確保と、社会的要

請に応じた整備（省エネルギー化、再生可能エネルギーの活用、防災機能の強化、木材の

活用、バリアフリー化等）を実現するものである。 

（文部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画）「総論」の一部を要約） 

※ 床や壁、梁など建物の構造を支える骨組のこと 

 

1.3.計画の位置付け 

本計画は、国の「インフラ長寿命化基本計画」及び「文部科学省インフラ長寿命化計画（行動

計画）」に定められた地方公共団体で策定する「個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）」に

該当します。 

坂東市においては、市の長期ビジョンを示した「ばんどう未来ビジョン」（計画期間：2017年

度～2037年度）の下位計画である総合管理計画（計画期間：2017年度～2056年度）の個別

計画のひとつであり、学校施設の長寿命化計画に位置付けます。 

本計画策定に当たり、「坂東市教育振興基本計画」及び関連する諸計画との整合を図ります。 

 

図表 本計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.4.計画期間 

計画期間は、総合管理計画と連動するため、2020年度からおおむね 40年間を見通すものと

します。 

なお、総合管理計画の見直しに伴い、社会情勢や教育環境の変化等への対応を必要とする場合

は、本計画も必要に応じて見直すものとします。 

  

●国（関係省庁連絡会議） 

インフラ長寿命化基本計画（2013年 11月） 

●文部科学省 

・公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引 

（少子化対応の手引）（2015年1月） 

・インフラ長寿命化計画（行動計画）（2015年3月） 

・学校施設の長寿命化計画策定に係る手引（2015年4月） 

・学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書（2017年3月） 

ばんどう未来ビジョン 

 

坂東市 

坂東市公共施設等総合管理計画 

坂東市学校施設長寿命化計画 

坂東市教育振興基本計画 

財政計画、関連計画 等 

https://kotobank.jp/word/%E5%A3%81-46364
https://kotobank.jp/word/%E6%A2%81-116816
https://kotobank.jp/word/%E5%BB%BA%E7%89%A9-561709
https://kotobank.jp/word/%E6%A7%8B%E9%80%A0-62564
https://kotobank.jp/word/%E9%AA%A8%E7%B5%84-631135
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1.5.主な関連計画等の概要 

①国 

１）インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議 

日本再興戦略（2013年６月 14日閣議決定）で示した 2030年のあるべき姿のひとつ「安全

で強靱なインフラが低コストで実現されている社会」の実現に向け、インフラ老朽化対策の推進

に関する関係省庁連絡会議を設置し、「インフラ長寿命化基本計画」を 2013 年月に策定しまし

た。 

この基本計画に基づき、関係府省庁、自治体レベルの全分野にわたり、「インフラ長寿命化計画

（行動計画）」の策定が進められています。 

 

図表 「インフラ長寿命化基本計画」の概要 

目指すべき姿 

○ 安全で強靱なインフラシステムの構築 

メンテナンス技術の基盤強化、新技術の開発・導入を通じ、厳しい地形、多様な

気象条件、度重なる大規模災害等の脆弱性に対応 

○ 総合的・一体的なインフラマネジメントの実現 

人材の確保も含めた包括的なインフラマネジメントにより、インフラ機能を適正

化・維持し、効率的に持続可能で活力ある未来を実現 

○ メンテナンス産業によるインフラビジネスの競争力強化 

今後のインフラビジネスの柱となるメンテナンス産業で、世界のフロントランナ

ーの地位を獲得 

計画の策定内容 

○ インフラ長寿命化計画（行動計画） 

計画的な点検や修繕等の取組を実施する必要性が認められる全てのインフラでメ

ンテナンスサイクルを構築・継続・発展させるための取組の方針 

（対象施設の現状と課題／維持管理・更新コストの見通し／必要施策に係る取組の

方向性等） 

○ 個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画） 

施設毎のメンテナンスサイクルの実施計画 

（対策の優先順位の考え方／個別施設の状態等／対策内容と時期／対策費用等） 

必
要
施
策
の
方
向
性 

点検・診断 定期的な点検による劣化・損傷の程度や原因の把握等 

修繕・更新 優先順位に基づく効率的かつ効果的な修繕・更新の実施等 

基準等の整備 施設の特性を踏まえたマニュアル等の整備新たな知見の反映等 

新技術の開発・

導入 
電子化された維持管理情報の収集・蓄積、予防的な対策等への利活用等 

指針・手引の 

策定 

ＩＣＴ、センサー、ロボット、非破壊検査、補修・補強、新材料等に関する技術等の開

発・積極的な活用等 

予算管理 新技術の活用やインフラ機能の適正化による維持管理・更新コストの縮減平準化等 

体制の構築 

［国］技術等の支援体制の構築、資格・研修制度の充実 

［地方公共団体等］維持管理・更新部門への人員の適正配置、国の支援制度等の積極的な活用 

［民間企業］入札契約制度の改善等 

法令等の整備 基準類の体系的な整備等 

資料：内閣官房「インフラ長寿命化基本計画（概要）」 
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２）文部科学省「インフラ長寿命化計画（行動計画）」 

学校施設を所管する文部科学省は、国の「インフラ長寿命化基本計画」（2013年 11月）に基

づき、「文部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画）」を 2015年３月に策定しました。 

この計画に基づき、全国の教育委員会に対して、2020年度までに学校施設の長寿命化に向け

た個別施設計画の策定を求めており、それを促すため、計画策定の手引等を順次提供しています。 

 

図表 「文部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画）」の概要 

計画の範囲 
維持管理等に関する公財政支出があり、多数の国民を受け入れる施設（国公

立学校施設、公立社会教育施設、施設運営型独立行政法人、庁舎等） 

計画期間 2014年度～2020年度の 7年間 

目指すべき姿 

○ 各設置者における「メンテナンスサイクル」（①定期的な点検・診断、②

計画策定、③計画に基づく対策の実施）の構築 

○ これまでの改築中心から長寿命化への転換による、中長期的な維持管理

等に係るトータルコストの縮減 

○ 行動計画・個別施設計画の策定を通じた予算の平準化 

取
組
の
方
向
性 

点検・診断の着実な実施 地域差のない点検の着実な実施を要請、点検実施の手引を作成・提供 

個別施設計画の策定 個別施設計画策定の手引の作成・提供等により各設置者の取り組みを促進 

対策の着実な実施 個別施設計画に基づく着実な取組を促進 

予算管理 トータルコスト縮減・予算の平準化の促進、必要な予算の安定的な確保 

指針・手引の策定 「点検・診断」「計画」「対策」の各段階に対応する指針・手引の整備・充実 

体制の構築 体制構築の重要性・手段等に関する周知、先駆的事例の普及啓発 

情報基盤の整備及び 

活用 
施設に関する情報の蓄積・共有の有用性に関する普及啓発 

新技術の開発・導入 非破壊診断技術・新材料に関する研究開発、導入段階に至った新技術の周知 

出典：文部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画） 
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②坂東市 

１）ばんどう未来ビジョン（坂東市総合計画） 

「ばんどう未来ビジョン」は、坂東市の 20年後を展望した将来像を示すとともに、その実現に

向けたまちづくりの基本的な考え方と、将来像を実現するための手段や施策を定めたものです。 

 

図表 「ばんどう未来ビジョン」の概要 

将来像 みんなでつくる やすらぎと生きがい 賑いのある都市（まち） 坂東 

計画期間 2017年度～2037年度の 20年間 

まちづくりのテーマ 

①【ひとづくり】 

「教育のまち」づくりと「活躍人口」の増進 

②【暮らしづくり】 

「健康長寿のまち」づくりと「支え合い」の増進 

③【都市づくり】 

「安全・安心のまち」づくりと「魅力度」の増進 

④【仕事づくり】 

「活力あふれるまち」づくりと「坂東ブランド」の拡充 

学校施設に係る 

基本方針等 

1 教育施設の改修及び長寿命化 

校舎などの教育施設の長寿命化を促進し、安全な教育環境を確保し、コンピュー

ターやネットワーク環境の整備など、教育設備や機器の適切な更新と充実を図りま

す。 

 

2 英語教育の充実 

英語教育特例校制度を基礎に、ＡＬＴ授業の拡充を進めるなど、英語教育活動を

更に推進します。 

 

3 学校給食による食育の推進 

食に関する様々な知識と食を選択する判断力を身に付ける教育に取り組むととも

に、坂東産食材等を使用した地産地消による郷土食の継承など、特色ある食育を推

進します。 

 

4 学校給食の充実と給食費保護者負担の軽減 

児童・生徒が栄養バランスのとれた食習慣を身に付けることができるよう学校給

食を充実させるとともに、給食費保護者負担の軽減を目指します。 

 

5 市有財産の有効活用と保有量の最適化 

公共施設等総合管理計画に基づき、市有財産の適切な維持管理と保有量の最適化

に努めるとともに、未利用地については、売却等による処分を推進し、管理コストの

削減と財源の確保を図ります。 
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２）坂東市公共施設等総合管理計画 

「坂東市公共施設等総合管理計画」は、市が所有する公共施設等について今後整備すべき施設の

選定とその方向性を示し、中長期的な施設の保全管理を進めるための計画です。 

 

図表 「坂東市公共施設等総合管理計画」の概要 

計画期間 2017年度から2056年度までの40年間 

対象施設 
市が所有する公共施設（庁舎、学校、公民館、公営住宅等）のほか、道路・橋りょ

う等の土木構造物、水道・下水道・農業集落排水に関する施設等 

公共施設の管理に関

する基本的な方針等 

①施設保有量の最適化 

原則として新規整備を行わず、今後の財政状況、人口減少社会を見据え統合

（集約化・複合化）、廃止などによる施設の縮減と再編を進め、施設保有量の適

正化を図ります。 

②予防保全型への転換 

点検・診断などを実施するとともに、予防保全型の維持管理への転換を図り、

施設の長期利用及び、安全性の確保に努めます。 

③効率的・効果的な運営 

維持管理・運営に係るコストの縮減やサービスの質の向上につながる事業手法

などを検討し、運営コストの最適化を目指します。 

学校施設の管理に係

る方針等 

■現状 

<幼稚園> 

・「坂東市立猿島幼稚園」は、建築後30年以上を経過しており、老朽化が進行して

います。 

・近年は、少子化による園児数の減少や幼稚園施設の老朽化に対応するために、老

朽化した幼稚園施設の廃止を進め、認定こども園の整備を進めてきました。 

<学校> 

・ほとんどの校舎や体育館などが、建築後30年以上を経過しており、老朽化が進行

しています。 

・校舎や体育館などの耐震補強や老朽化に伴う改修等を順次、実施しています。 

・少子化により児童・生徒数は減少傾向であり、今後も減少が続く見込みです。 

 

■今後の方針 

<幼稚園> 

・計画的な点検や修繕等の実施により、施設の適切な維持管理に努めます。 

・運営の効率化を図るために、適宜、民間活力の導入などを検討します。 

<学校> 

・校舎や体育館などの老朽化に伴う改修等を行い、適切な施設の整備を図ります。 

・施設の老朽化状況、児童・生徒数や余裕教室数の状況等を勘案して、余裕教室の

有効活用、統廃合、複合化など、今後の施設のあり方を検討します。 
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３）坂東市教育振興基本計画 

「坂東市教育振興基本計画」は、「ばんどう未来ビジョン」に示された方針と整合性を図り、坂

東市の教育を一層充実させるため、今後における中期的な取組の考え方を示すものです。 

 

図表 「坂東市教育振興基本計画」の概要 

基本理念 

「たくましく生き抜く力を育み、未来を担う人づくり」を目指して 

～「坂東市に生まれてよかった」、「坂東市で教育を受けてよかった」、 

「坂東市で学び続けたい」と誰もが思える「教育のまち坂東」～ 

計画期間 2018年度～2022年度の 5年間 

施策の概要 

（学校施設を抜粋） 

①学校施設の計画的な維持・管理及び学習環境・施設機能の向上 

国が定める「インフラ長寿命化基本計画」に基づき、個別施設の長寿命化計画を

策定し、計画的な老朽化対策を進めます。併せて、社会情勢や学習内容の変化に対

応すべく、各校教室のエアコン設置を始めとした学習環境の向上・学校施設の機能

の向上を目指します。 

 

②次代に向けたＩＣＴ教育の環境整備 

ＩＣＴ機器については処理能力の向上等、日々刻々と進歩を遂げており、今後更

に便利な機器の登場が予想されます。児童生徒や教員が、ＩＣＴを活用した情報の

収集、表現、処理、創造、発信、伝達といった学習活動が更に充実するように、Ｉ

ＣＴ環境の向上と整備に努めます。 
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1.6.人口の推移と将来推計 

坂東市の将来人口は、国立社会保障・人口問題研究所の推計によると減少傾向が続き、2010

年の 56,114人から 2060年には 30,000人近くまで減少すると予測されています。 

この状況を踏まえ、坂東市では人口の将来展望を示す「坂東市人口ビジョン」（2016年３月）

を策定しており、出生率の向上と人口の流入を見込んだ推計値として将来展望①と将来展望②の

２つの推計を行っています。 

「ばんどう未来ビジョン」においては、この人口ビジョンのうちの将来展望②に基づき、「ばん

どう未来ビジョン」の目標年次である 2037 年時点の目標人口を約 48,500 人とし、結婚・出

産・子育てへの切れ目ない支援を強化することで出生数の増加を目指すとともに、雇用の場とな

る新たな産業の創出や坂東市の魅力発信のための事業を積極的に展開していくことでＵＩＪター

ンによる人口流入を促進することとしています。 

 

 

図表 坂東市の将来人口目標 

 

資料：ばんどう未来ビジョン（2017年 12月） 
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1.7.投資的経費の推移 

公共施設運営状況として、2013年度から５年間の投資的経費をみると、約 45.9億円～88.9

億円であり、平均は約 55.0 億円/年となっています。このうち、普通建設事業費は平均で 49.3

億円、災害復旧事業費は 5.7億円となっています。 

しかし、今後は長期的な人口減少に伴う市税の減収等により財政状況は厳しさを増すとともに、

高齢化社会の進行に伴う社会福祉関連経費（扶助費等）の増大等により、公共施設の整備や維持

管理に充当できる財源を近年の水準で維持することが困難となることが想定されます。 

 

図表 投機的経費の歳出額推移 

 

 

資料：市町村別決算状況調(総務省) 
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普通建設事業費 4,539,390,000 4,411,234,000 4,773,773,000 7,379,318,000 3,548,419,000 4,930,426,800

災害復旧事業費 52,779,000 234,122,000 1,033,956,000 1,509,339,000 0 566,039,200

計 4,592,169,000 4,645,356,000 5,807,729,000 8,888,657,000 3,548,419,000 5,496,466,000
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2.対象施設の状況 

2.1.対象施設 

本計画の対象施設は、幼稚園１園、小学校 13 校、中学校４校の合計 18 施設であり、そのう

ちの対象となる建築物は以下の通りです。 

 

図表 劣化調査の対象とする建築物（2019 年４月１日現在） 

学校名 建物名 構造 階数 延床面積（㎡） 
建築年度 

築年数 
和暦 西暦 

猿島幼稚園 

遊戯室 W 1 162 S38 1963 56 

管理保育室 S 1 421 S52 1977 42 

保育室 S 1 180 H11 1999 20 

七重小学校 

校舎 R 3 2,579 S56 1981 38 

屋内運動場 R 2 716 S57 1982 37 

特別教室 R 2 693 H9 1997 22 

弓馬田小学校 

校舎 1 R 3 2,004 S55 1980 39 

校舎 2 R 3 897 H16 2004 15 

屋内運動場 R 2 716 S57 1982 37 

飯島小学校 
屋内運動場 S 2 681 S55 1980 39 

校舎 S 3 2,711 S61 1986 33 

神大実小学校 
屋内運動場 S 2 681 S55 1980 39 

校舎 S 4 3,598 S61 1986 33 

岩井第一小学校 

校舎 1 R 3 1,683 S54 1979 40 

屋内運動場 R 2 1,329 S41 1966 53 

校舎 2 R 3 2,489 H22 2010 9 

岩井第二小学校 

校舎 R 3 2,940 S50 1975 44 

特別教室 R 2 1,406 S49 1974 45 

昇降口 R 2 237 S50 1975 44 

屋内運動場 S 2 897 S51 1976 43 

七郷小学校 

校舎 R 3 1,978 S46 1971 48 

屋内運動場 S 2 720 S56 1981 38 

特別教室 R 3 1,471 H8 1996 23 

中川小学校 
校舎 R 3 2,877 S58 1983 36 

屋内運動場 S 2 720 S56 1981 38 

長須小学校 

校舎 1 R 3 2,146 S55 1980 39 

校舎 2 R 3 1,200 H2 1990 29 

屋内運動場 R 2 718 S57 1982 37 

生子菅小学校 
校舎 1、2 R 3 2,673 S49 1974 45 

屋内運動場 R 2 731 S50 1975 44 

逆井山小学校 

校舎 R 3 2,557 S48 1973 46 

屋内運動場 R 2 731 S50 1975 44 

特別教室 R 2 694 S53 1978 41 

沓掛小学校 

校舎 1 R 3 1,792 S42 1967 52 

屋内運動場 R 2 731 S49 1974 45 

校舎 2 R 2 741 S42 1967 52 

校舎 3 R+S 3 916 H11 1999 20 

内野山小学校 

屋内運動場 R 2 560 S51 1976 43 

校舎 R 3 1,693 S55 1980 39 

特別教室 R 3 381 H10 1998 21 

東中学校 

校舎 1 R 3 2,283 S48 1973 46 

屋内運動場 S 2 736 S49 1974 45 

校舎 2 S 1 292 S52 1977 42 

校舎 3 R+S 4 409 S63 1988 31 

武道場 S 1 545 H10 1998 21 
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学校名 建物名 構造 階数 延床面積（㎡） 
建築年度 

築年数 
和暦 西暦 

岩井中学校 

普通教室棟 R 3 3,196 S52 1977 42 

渡り廊下① R 2 243 S52 1977 42 

管理教室棟 R 3 2,222 S53 1978 41 

特別教室棟 S 1 300 S53 1978 41 

屋内運動場 R 2 1,545 S53 1978 41 

部室 S 1 454 S53 1978 41 

卓球場 S 2 450 S59 1984 35 

渡り廊下② S 3 259 H19 2007 12 

武道場 R 1 668 H8 1996 23 

南中学校 

普通教室 R 3 2,564 S60 1985 34 

渡り廊下 R 2 179 S60 1985 34 

特別教室棟 R 3 1,651 S60 1985 34 

屋内運動場 R 1 1,215 S60 1985 34 

武道館 S 1 543 H9 1997 22 

猿島中学校 

校舎 1 R 3 3,207 S44 1969 50 

校舎 2 R 3 2,164 S45 1970 49 

校舎 3 S 1 288 S46 1971 48 

屋内運動場 R+S 2 1,529 S46 1971 48 

課外活動部室棟 S 1 350 H1 1989 30 
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2.2.対象施設の運営状況 

①幼稚園 

坂東市には、市立幼稚園として猿島幼稚園が 1園あります。2016年度までは４歳児クラスと

５歳児クラスの２クラスでしたが、2017年度以降は新たに３歳児クラスが新設され、ここ数年

は、50人前後が在園しています。 

 

図表 猿島幼稚園園児数 

 

資料：坂東市教育委員会（各年５月１日現在） 

 

②小学校 

坂東市の児童数は減少傾向にあり、2015年度は 2,945人でしたが、2019年度は 2,670人

となっております。こうした状況に伴い学級数も 2015 年度の 149 学級から 2019 年度には

143学級まで減少しています。 

 

図表 児童数の推移 

 

資料：坂東市教育委員会（各年５月１日現在） 
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図表 学級数の推移 

 

資料：坂東市教育委員会（各年５月１日現在） 

 

図表 小学校別児童数・学級数 
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七重小 29 1 28 1 30 1 26 1 27 1 27 1 29 5 196 11 

弓馬田小 11 1 17 1 13 1 17 1 12 1 25 1 4 2 99 8 

飯島小 11 1 16 1 7 1 17 1 15 1 8 1 4 2 78 8 

神大実小 43 2 38 2 26 1 32 1 45 2 42 2 10 2 236 12 

岩井第一小 56 2 53 2 42 2 46 2 58 2 75 2 44 6 374 18 

岩井第二小 77 3 86 3 73 2 92 3 84 3 83 3 23 4 518 21 

七郷小 29 1 27 1 23 1 27 1 35 1 28 1 11 3 180 9 

中川小 27 1 19 1 19 1 22 1 13 1 26 1 9 3 135 9 

長須小 25 1 32 1 31 1 21 1 28 1 34 1 8 2 179 8 

生子菅小 27 1 23 1 23 1 16 1 43 2 26 1 5 2 163 9 

逆井山小 34 1 37 2 35 2 28 1 36 1 46 2 9 3 225 12 

沓掛小 31 1 45 2 41 2 38 1 44 2 28 1 8 3 235 12 

内野山小 2 1 12 1 10 1 11 1 7 1 7   3 1 52 6 

合計 402 17 433 19 373 17 393 16 447 19 455 17 167 38 2,670 143 

資料：坂東市教育委員会（各年５月１日現在） 

 

 

③中学校 

坂東市の生徒数は、2015 年度の 1,548 人から 2016 年度には 1,566 人まで若干増加しま

したが、その後は減少傾向が続いており、2019 年度は 1,354 人となっております。こうした

状況に伴い、2015 年度から 2016 年度は 61 学級から 65 学級まで増加しましたが、2019

年度には 59学級まで減少しています。 
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図表 生徒数の推移 

 

資料：坂東市教育委員会（各年５月１日現在） 

 

図表 学級数の推移 

 

資料：坂東市教育委員会（各年５月１日現在） 
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2.3.対象施設の経過状況 

延床面積の建築年度区分ごとの構成をみると、旧耐震基準による 1981年以前の建物が総延床

面積（8.0万㎡）の 65%（5.2万㎡）を占めていますが、岩井中学校部室を除き、幼稚園や他の

小・中学校の建物については耐震改修が済んでいます。 

しかし、1960年代後半から建築が増え始め、1970年代を中心に多くの施設が整備されてお

り、一般的に建物の大規模な改修を行う目安とされる築 30 年以上経過した建物が目立ち、老朽

化が進行しています。 

 

図表 年度別整備状況 

 

※数値や金額を端数処理しているため、合計が一致しない場合があります。 
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2.4.施設関連経費の推移 

過去５年間の施設整備費と施設管理費等を合計した施設関連経費は、約 21.1 億円で、年間の

平均は約 4.2億円となります。 

今後、施設整備に充てられる費用は、市全体の予算調整を行うなかで決定していくことになり

ますが、この「4.2億円」を後述する「2.5.今後の維持・改築コスト（従来型）」における過去の

施設関連経費として設定します。 

 

図表 施設関連経費の推移 
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2.5.今後の維持・更新コスト（従来型） 

施設にかかる将来更新費用を文部科学省の学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書附属ソフ

トを用いて試算すると、40年間にかかる更新費用の総額は約 374億円となり、１年当たりに換

算すると毎年 9.4億円の更新費用が必要となります。 

施設関連経費は、過去５年間の平均額が 4.2億円であり、年間約 5.2億円の不足となり、今後

の維持・改築にかかるコストについて縮減していく必要があります。 

 

 

試算条件 

●工事費単価 

工種 周期 
単価 

園舎 校舎 体育館 武道場 

改築 40 年 330,000 円/㎡ 

大規模改造 20 年 
82,500 円/㎡ 

（改築単価×25%） 

82,500 円/㎡ 

（改築単価×25%） 

72,600 円/㎡ 

（改築単価×22%） 

72,600 円/㎡ 

（改築単価×22%） 

●改築：工事期間２年 

     実施年数より古い建物（築 40 年経過）の改修を 10 年以内に実施 

●大規模改造：工事期間１年 
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（億円）

（年度）

10年間 10年間

3.3億円/年

10年間

7.4億円/年

10年間

2.4億円/年

今後の維持・更新コスト（従来型）

40年間の総額

374億円

24.2億円/年

対象建物

8.0万㎡

64棟

40年間の平均

9.4億円/年

2.2倍

過去の

施設関連経費

4.2億円/年

施設整備費
（修繕維持費含む）

改築 長寿命化改修 大規模改造 部位修繕
その他施設
関連費

維持修繕費
光熱水費
・委託費

図表 今後の維持・更新コスト（従来型） 
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3.学校施設の目指すべき姿 

坂東市の学校施設は、経過年数が 40 年を超えるものも多く、実際に一部の学校施設において

は屋上、外壁、内壁等においてひび割れや剥離等が進行しており、施設・設備の老朽化が進んで

います。老朽化が進む学校施設を抱える一方で、市の厳しい財政状況から、高まる改築需要の抑

制を図る必要があります。 

また、学校施設整備には、「学校施設整備基本構想のあり方について（2013年３月学校施設の

在り方に関する調査研究協力者会議）」において、安全性、快適性、学習活動への適応性、環境へ

の適応性、地域の拠点化等に配慮した整備が必要とされており、施設の長寿命化だけでなく、多

様な学習内容や形態に対応した高機能かつ多機能な環境整備が求められています。 

 

〇安全性の確保 
 

校舎及び体育館などの教育施設については、耐震補強工事を順次進めていますが、残る一

部の教育施設や施設の非構造部材（吊天井等）の耐震化についても、早急に実施することが

必要です。また、耐震補強が必要でない建物の中にも、雨漏り等老朽化の甚だしいものもあ

ります。学校施設は、災害発生時に避難場所となる役割を担っており、施設自体の耐震性・

安全性に加え、避難場所として必要な機能・要素を備えておく必要があります。 

 

〇学習環境の充実 
 

昨今の教育内容の変化に伴い、多様な学習内容・形態やＩＣＴ化対応などの学習環境を確

保し、将来の教育・社会の変化に対応できる柔軟な計画が重要です。 

また、児童・生徒の学習及び生活の場として、良好な学校生活環境を確保し、障害のある

児童・生徒への配慮や防災性、防犯性の等の安全性、更には、省エネ対応などの環境負荷の

低減や自然との共生等を考慮した施設環境を形成することが必要です。 

 

〇地域活動拠点としての機能充実 
 

児童生徒の学習の場であることを第一としながらも、学校施設は地域の拠点となる揚所で

あることから、地域に聞かれた学校づくりを進めていくことが求められています。 

地域コミュニティや生涯学習の場としての地域連携機能等を強化する必要があります。 
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図表 学校施設の目指すべき姿の例 

１．安全性 

〇災害対策 

・地震に強い学校施設 

・津波・洪水に強い学校施設 

・防災機能を備えた学校施設 

〇防犯・事故対策 

・安全で安心な学校施設 

２．快適性 

〇快適な学習環境 

・学習能率の向上に資する快適な学校環境 

・児童生徒の学校への愛着や思い出につなが

り、また、地域の人々が誇りや愛着を持つこ

とができる学校 

〇教職員に配慮した環境 

・教職員に配慮した空間 

・教職員等の事務負担軽減などのための校務の

情報化に必要なＩＣＴ環境 

３．学習活動への適応性 

〇主体性を養う空間の充実 

・子どもたちの自発的な学習や読書活動を促す

ための環境 

・子どもたちの教育等に対する興味関心を引

き、自ら学ぶ主体的な行動を促すための空間 

・子どもたちや保護者等が教員を訪れやすい空

間 

・社会性を身につけるための空間 

〇効果的・効率的な施設整備 

・習熟度別指導や少人数指導などの、きめ細か

い個に応じた指導を行うための空間 

・調べ学習や習熟度別学習、ティームティーチ

ングなどの多様な学習集団・学習形態を展開

するための空間 

・習熟度別指導や習熟度別学習、ティームティ

ーチングなどの多様な学習集団・学習形態を

展開するための空間 

・各教科等の授業の中での調べ学習や協働学

習、観察・実験のまとめや児童生徒の成果発

表などに活用して学習効果を高めるためのＩ

ＣＴ環境 

・各教科等の授業を充実させるための環境 

〇言語活動の充実 

・各教科等における発表・討論などの教育活動

を行うための空間 

・子どもたちの自発的な学習や読書活動を促

すための環境 

・各教科等の授業の中での調べ学習や協働学

習、観察・実験のまとめや児童生徒の成果発

表などに活用して学習効果を高めるための

ＩＣＴ環境 

３．学習活動への適応性（続き） 

〇理数教育の充実 

・充実した観察・実験を行うための環境 

〇運動環境の充実 

・充実した運動ができる環境 

〇伝統や文化に関する教育の充実 

・伝統や文化に関する教育を行うための環境 

〇外国語教育の充実 

・外国語活動等におけるジェスチャーゲームな

どの体を動かす活動や、ペアやグループでの

活動など、児童生徒が積極的にコミュニケー

ションを図ることができるような空間 

〇学校図書館の活用 

・子どもたちの自発的な学習や読書活動を促す

ための環境 

・調べ学習や習熟度別学習、ティームティーチ

ングなどの多様な学習集団・学習形態を展開

するための空間 

・各教科等の授業の中での調べ学習や協働学

習、観察・実験のまとめや児童生徒の成果発

表などに活用して学習効果を高めるための

ＩＣＴ環境 

・地域に開かれた学校とするための環境 

・地域の生涯学習の拠点となる学校施設 

〇キャリア教育・進路指導の充実 

・充実したキャリア教育・進路指導を行うための

環境 

〇食育の充実 

・食育のための空間 

〇特別支援教育の推進 

・バリアフリーに配慮した環境 

・自閉症、情緒障害又はＡＤＨＤ等のある児童

生徒に配慮した学校施設 

〇環境教育の充実 

・地球環境問題への関心を高めるためのエコスク

ール 

４．環境への適応性 

・環境を考慮した学校施設（エコスクール） 

５．地域の拠点化 

・安全で安心な学校施設 

・バリアフリーに配慮した環境 

・地域に開かれた学校とするための環境 

・地域の生涯学習の拠点となる学校施設 

資料：文部科学省「学校施設整備基本構想の在り方について」 

 

  



20 

 

4.学校施設の実態調査 

4.1.調査の実施方法 

学校施設の実態調査については、各建物の劣化状況調査票を作成することにより、劣化状況を

把握します。具体的な調査の内容は、建物ごとの屋根・屋上、外壁、内部仕上、電気設備、機械設

備の５つの部位について劣化状況調査を行い、屋根・屋上、外壁については、目視調査により雨

漏りの状況や、ひび割れなどの状況を調査し、内部仕上、電気設備、機械設備については、目視

調査に加え、過去に行った工事などの実施年度から経過年数を調査します。 

 

◆劣化状況調査票 

  

年度）

㎡ 地上 階 地下 階

1 屋根 □ アスファルト保護防水 □ 降雨時に雨漏りがある

屋上 □ アスファルト露出防水 □ 天井等に雨漏り痕がある

□ シート防水、塗膜防水 □ 防水層に膨れ・破れ等がある

□ 勾配屋根（長尺金属板、折板） □ 屋根葺材に錆・損傷がある

□ 勾配屋根（スレート、瓦類） □ 笠木・立上り等に損傷がある

□ その他の屋根 （ ） □ 樋やﾙｰﾌﾄﾞﾚﾝを目視点検できない

□ 既存点検等で指摘がある

2 外壁 □ 塗仕上げ □ 鉄筋が見えているところがある

□ タイル張り、石張り □ 外壁から漏水がある

□ 金属系パネル □ 塗装の剥がれ

□ コンクリート系パネル（ＡＬＣ等） □ タイルや石が剥がれている

□ その他の外壁 （ ） □ 大きな亀裂がある

□ アルミ製サッシ □ 窓・ドアの廻りで漏水がある

□ 鋼製サッシ □ 窓・ドアに錆・腐食・変形がある

□ 断熱サッシ、省エネガラス □ 外部手すり等の錆・腐朽

□ 既存点検等で指摘がある

3 内部仕上 □ 老朽改修

（床・壁・天井） □ エコ改修

（内部建具） □ トイレ改修

（間仕切等） □ 法令適合

（照明器具） □ 校内ＬＡＮ

（エアコン）等 □ 空調設置

□ 障害児等対策

□ 防犯対策

□ 構造体の耐震対策

□ 非構造部材の耐震対策

□ その他、内部改修工事

４ 電気設備 □ 分電盤改修

□ 配線等の敷設工事

□ 昇降設備保守点検

□ その他、電気設備改修工事

５ 機械設備 □ 給水配管改修

□ 排水配管改修

□ 消防設備の点検

□ その他、機械設備改修工事

特記事項（改修工事内容や12条点検、消防点検など、各種点検等による指摘事項が有れば、該当部位と指摘内容を記載）

評価部位 修繕・点検項目 改修・点検年度 特記事項（改修内容及び点検等による指摘事項）

部位
仕様

（該当する項目にチェック）

工事履歴（部位の更新） 劣化状況
（複数回答可）

特記事項 評価
年度 工事内容 箇所数

通し番号

学校名 学校番号

棟番号 建築年度 明治33 年度（

調査日

建物名 記入者

構造種別 延床面積 階数

健全度

0
100点
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劣化状況の評価については、屋根・屋上、外壁は、改修後 10 年以内のものや汚れている程度

のものでありおおむね良好なものをＡ、部分的なひび割れや雨水排水不良などの劣化があるもの

をＢ、広範囲にひび割れ、雨水排水不良などの劣化や内部に小規模な雨漏り痕があるものをＣ、

広範囲に幅広のひび割れや内部に複数の雨漏り痕があり、早急に対応する必要があるものをＤと

して、４段階による評価を行いました。内部仕上、電気設備、機械設備は、経過年数が 20 年未

満のものをＡ、20年以上 40年未満のものをＢ、40年以上のものをＣ、経過年数に関わらず著

しい劣化の事象がある場合をＤとして４段階による評価を行いました。 

４段階評価を行った上で、Ａを 100点、Ｂを 75点、Ｃを 40点、Ｄを 10点とし、100点

満点で数値化した健全度という評価指標を算定します。健全度は数値が小さいほど劣化が進んで

いることを示しています。 

 

◆評価基準 

●目視による評価【屋根・屋上、外壁】 

 評価 基準 

良好 Ａ おおむね良好 

 Ｂ 部分的に劣化（安全上、機能上、問題なし） 

 Ｃ 広範囲に劣化（安全上、機能上、不具合発生の兆し） 

 

劣化 

 

Ｄ 

早急に対応する必要がある 

（安全上、機能上、問題あり） 

（躯体の耐久性に影響を与えている） 

（設備が故障し施設運営に支障をきたしている）等 

●経過年数による評価【内部仕上、電気設備、機械設備】 

 評価 基準 

良好 Ａ 20 年未満 

 Ｂ 20 年以上 40 年未満 

 Ｃ 40 年以上 

劣化 Ｄ 経過年数に関わらず著しい劣化の事象がある場合 

 

◆健全度の算定 

●部位の評価点       ●部位のコスト配分 

評価 評価点  部位 コスト配分 

Ａ 100  屋根・屋上 5.1 

Ｂ 75  外壁 17.2 

Ｃ 40  内部仕上 22.4 

Ｄ 10  電気設備 8.0 

   機械設備 7.3 

   合計 60 

●健全度 

健全度＝総和（部位の評価点×コスト配分）÷６０ 

※100 点満点にするためにコスト配分の合計で割っています。  
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4.2.評価結果 

前述した評価基準に基づいた学校施設の評価結果を下表に示します。 

調査対象となる 64 施設のうち、劣化が進行していると判断したＣ及びＤ評価に着目すると、

屋根・屋上ではＣ評価が 19施設でＤ評価が６施設、外壁はＣ評価が 18施設でD評価が４施設、

内部仕上げはＣ評価が７施設でＤ評価が１施設、電気設備はＣ評価が２施設、機械設備はＣ評価

が７施設となっています。 

これらの評価を総合的に評価した健全度において、その点数の低い施設が、施設の改修等の優

先順位が高いものとなりますが、施設部位ごとの劣化の進行状況にも着目して、適切な時期に修

繕を行っていくものとします。 

 

図表 健全度の判定結果 

劣化状況 

評価基準 

Ａ おおむね良好 

Ｂ 部分的に劣化 

Ｃ 広範囲に劣化 

Ｄ 早急に対応する必要がある 

 

学校名 建物名 築年数 

劣化状況評価結果 

屋根・ 

屋上 
外壁 

内部 

仕上 

電気 

設備 

機械 

設備 

健全度 

（100 点満点） 

猿島幼稚園 

遊戯室 56 C C B A A 68 

管理保育室 42 C C B B B 62 

保育室 20 A A B A B 88 

七重小学校 

校舎 38 D D B B B 51 

屋内運動場 37 B C C B A 55 

特別教室棟 22 A A A A A 100 

弓馬田小学校 

校舎 1 39 B D B B B 56 

校舎 2 15 B A A A A 98 

屋内運動場 37 B C C B B 52 

飯島小学校 
屋内運動場 39 A B A A A 93 

校舎 33 C C C B B 49 

神大実小学校 
屋内運動場 39 A A A A A 100 

校舎 33 C C B B B 62 

岩井第一小学校 

校舎 1 40 B B A A A 91 

屋内運動場 53 C C C C C 40 

校舎 2 9 B B B B B 75 

岩井第二小学校 

校舎 44 C C B B B 62 

特別教室 45 C B B B B 72 

昇降口 44 B B B B B 75 

屋内運動場 43 A B A A A 93 

七郷小学校 

校舎 48 A B B B B 77 

屋内運動場 38 D C C B B 46 

特別教室 23 B B B B B 75 

中川小学校 
校舎 36 C C B B B 62 

屋内運動場 38 C B B B B 72 

長須小学校 

校舎 1 39 A B A B A 90 

校舎 2 29 B B B B A 78 

屋内運動場 37 B D B A A 63 

生子菅小学校 
校舎 1、2 45 B B B B B 75 

屋内運動場 44 A A A A A 100 

逆井山小学校 

校舎 46 C B B B C 68 

屋内運動場 44 B B B A A 81 

特別教室 41 C C A B C 67 
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学校名 建物名 築年数 

劣化状況評価結果 

屋根・ 

屋上 
外壁 

内部 

仕上 

電気 

設備 

機械 

設備 

健全度 

（100 点満点） 

沓掛小学校 

校舎 1 52 C C B B B 62 

屋内運動場 45 B A B B A 85 

校舎 2 52 C C B A B 65 

校舎 3 20 C B A A B 85 

内野山小学校 

屋内運動場 43 A A A A A 100 

校舎 39 C C C B B 49 

特別教室 21 B B B B A 78 

東中学校 

校舎 1 46 A B B B A 80 

屋内運動場 45 B A B A A 89 

校舎 2 42 A A A A A 100 

校舎 3 31 A A B A B 88 

武道場 21 B B A B B 84 

岩井中学校 

普通教室棟 42 C B B B C 68 

渡り廊下① 42 D B A A A 85 

管理教室棟 41 B B B B B 75 

特別教室棟 41 A B A B A 90 

屋内運動場 41 A A B A B 88 

部室 41 C C C C B 44 

卓球場 35 D C C B B 46 

渡り廊下② 12 D B A A A 85 

武道場 23 B B B A A 81 

南中学校 

普通教室 34 B B B B B 75 

渡り廊下 34 B B A A B 88 

特別教室棟 34 B B B A B 78 

屋内運動場 34 C B B B B 72 

武道館 22 B B A A A 91 

猿島中学校 

校舎 1 50 C C B B C 58 

校舎 2 49 A C B B C 63 

校舎 3 48 A A A A A 100 

屋内運動場 48 B B B B A 78 

課外活動部室棟 30 A C B A C 66 
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5.保全に係る基準等の設定 

5.1.長寿命化の基本方針 

施設をできる限り長く使うためには、適切な維持管理を行っていくことが重要です。そのため、

従来のような劣化・破損等の大規模な不具合が生じた後に修繕等を行う「事後保全」型の管理か

ら、計画的に施設の点検・修繕等を行い、不具合を未然に防止する「予防保全」型の管理へと転

換を図ります。 

「予防保全」を行うことにより、突発的な事故や費用発生を減少させることができ、施設の不具

合による被害のリスクを緩和することや、改修・日常的な維持管理の費用を平準化し、中長期的

なトータルコストを下げることが可能となります。 

 

図表 予防保全のサイクル 

 

 

 

 

 

 

  

診断

劣化

損傷

補修

修繕

経過

観察

計画

改修

定期

点検

施設に不具合があった際に修繕 
 

事後保全 

計画的に施設の点検・修繕等 

を行い、不具合を未然に防止 

 

 

 

 

 

予防保全 
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5.2.目標耐用年数の設定 

一般的に鉄筋コンクリート造の建物では、コンクリートのひび割れ・欠けや鉄筋の腐食等の劣

化が生じた場合でも適切な時期（おおむね築後 45 年程度まで）に劣化原因を調査し、劣化の程

度と原因に応じて適切な補修・改修を行うことで耐用年数を延ばすことができます。 

鉄筋コンクリート造の校舎の場合、目標耐用年数として普通品質では 50～80年、高品質の場

合では 80～120年とされています。 

本計画においては「建築物の耐久計画に関する考え方」（社団法人日本建築学会）が提案する算

定式や施設使用の限界年数の考え方と適切な維持管理が実施されることを前提に、学校施設の目

標耐用年数を次のように設定します。 

▼鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造に関しては、耐久性の高低における高品質 

（Ｙ100）と普通品質（Ｙ60）の間のおおむね中間値を採用し 80年とします。 

▼鉄骨造に関しては、上記と同様の考え方に基づき 80年とします。 

▼木造に関しては、Ｙ60の下限値である 50年とします。 

 

図表 学校施設の目標耐用年数 

鉄筋コンクリート造 
鉄骨鉄筋コンクリート造 

鉄骨造 木造 

80 年 80 年 50 年 

 

参考：建築物全体の望ましい目標耐用年数の級 

 
構造種別 

 
 
用途 

鉄筋コンクリート造 
鉄骨鉄筋コンクリート造 

鉄骨造 

ブロック造 
レンガ造 

木造 
重量鉄骨 軽量鉄骨 

高品質 
の場合 

普通の品質
の場合 

高品質 
の場合 

普通の品質
の場合 

軽量鉄骨 

学校・官庁 Y100 以上 Y60 以上 Y100 以上 Y60 以上 Y40 以上 Y60 以上 Y60 以上 

住宅・事務所・病院 Y100 以上 Y60 以上 Y100 以上 Y60 以上 Y40 以上 Y60 以上 Y40 以上 

店舗・旅館・ホテル Y100 以上 Y60 以上 Y100 以上 Y60 以上 Y40 以上 Y60 以上 Y40 以上 

工場 Y40 以上 Y25 以上 Y40 以上 Y25 以上 Y25 以上 Y25 以上 Y25 以上 

※表における「高品質」、「普通の品質」の区別は、耐久性の高低を示す 

出典：建築物の耐久計画に関する考え方（日本建築学会） 

 

参考：目標耐用年数の級の区分の例 

級 
目標耐用年数 

代表値 範囲 下限値 

Ｙ150 150 年 120 年～200 年 120 年 

Ｙ100 100 年 80 年～120 年 80 年 

Ｙ60 60 年 50 年～80 年 50 年 

Ｙ40 40 年 30 年～50 年 30 年 

Ｙ25 25 年 20 年～30 年 20 年 

出典：建築物の耐久計画に関する考え方（日本建築学会） 
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5.3.修繕・改修周期の設定 

建築物は、経年により劣化するとともに、耐震性能や省エネ性能等の社会的要求の高まりへの

対応も求められます。そこで、20年周期で部位の更新時期に合わせた修繕を行うことを基本とし

ます。加えて躯体の目標耐用年数の中間年で、新築時の整備水準を超える長寿命化改修を行うこ

とで、建築物を使用している間、建築物に求められる性能が維持できる状態とします。 

 

図表 修繕・改修・建て替えの標準イメージ（躯体が健全で 80年まで使用できる場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

60 

■中間年で大規模な修繕を行い、機能向上を図る。 

解体・ 

建て替え（改築） 

20 40 竣工 

経年による機能・性能の劣化 

機能回復 

（大規模改造） 

機能向上 
（長寿命化改修） 

機能回復 

（大規模改造） 

80 年 

長
寿
命
化
の
イ
メ
ー
ジ 

■劣化状況に応じた部位ごとの修繕・改修を行い 40～50 年程度で建て替える。 

建て替え（改築） 

20 40 竣工 

経年による機能・性能の劣化 

事後保全的な改修 

・屋上防水 
・外壁改修 
・電気設備改修 

・衛生設備改修 
・空調設備改修 等 

従
来 

築 40年目 

長寿命化改修 

（原状回復・機能向上等） 

 

経年劣化による機能回復と、

社会的要求に対応するため

の機能向上を図る。 

 

•防水改修（断熱化） 

•外壁改修（断熱化） 

•内部改修 

•電気設備改修 

•照明設備改修 

•衛生設備改修 

•空調設備改修 

•バリアフリー改修 

•多様な学習内容、学習形態

への対応 等 

築 20 年目 
大規模改造 
（原状回復等） 

 
経年劣化により通常発生す

る損耗、機能低下に対する機

能回復を図る。 

 

•防水改修 

•外壁改修 

•衛生設備改修 

•空調設備改修 等 

 

築 60年目 

大規模改造 

（原状回復等） 

 

経年劣化により通常発生す

る損耗、機能低下に対する機

能回復を図る。 

 

•防水改修 

•外壁改修 

•衛生設備改修 

•空調設備改修 等 
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なお、多くの施設が築 40 年目の長寿命化改修の実施時期に重なっており、本来であれば早期

に長寿命化改修を実施することが適当と考えられます。しかし、築 40 年以上経過している施設

を一律に長寿命化改修（原状回復＋機能向上）する事は現実的に不可能であるとともに、かえっ

て不経済になるケースもあります（目標耐用年数までの使用期間も短く、費用対効果も低い）。 

そのため、40年以上経過している古い施設については、計画的な「部位修繕・大規模改造」で

対応し 80年まで使用することを前提として検討します。 

 

図表 築年数 40年以上経過している施設の改修イメージ 
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（改築） 

40 竣工 80 年 

部位改修 
 
 
 

・屋上改修 

・外壁改修 等 

 
 

築 60 年目 

大規模改造 
 

・屋上改修 

・外壁改修 

・内部改修 

・衛生設備改修 

・空調設備改修 等 

 
 

現在(築 40 年以上) 

60 
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6.学校施設整備の基本的な方針等 

6.1.将来の学校施設のあり方及び少子化に伴う施設の検討 

今後、少子化に伴う児童生徒数の減少だけでなく、市全体の人口高齢化が進む中で、教育施設

等をこれまでと同様の手法で整備していくことは次第に困難な状況となることが予測されます。 

今後は、教育施設の在り方や管理運用手法の仕組み等とコスト縮減により、市民ニーズを満た

すことのできる教育施設の確保に向けた取組を進めることが重要です。 

 

〇施設規模の縮減と汎用性・効率性の高い施設の整備 

本市の児童生徒数が減少傾向にあることを考慮し、建物の改築を行う際には、その時点にお

ける児童生徒数推計等を踏まえて、個々の施設機能を満たすために必要かつ適正な規模での在

り方を検討していきます。 

また、その後の児童生徒数が減少傾向となる情勢を考慮し、学校施設以外への用途転用や不

要部分の切り離し（減築）等が可能な柔軟性のある施設整備や、効率的な増改築方法等につい

ても、検討していくこととします。 

 

〇時代のニーズを取り入れた教育施設の適正配置 

多様な学習内容やＩＣＴ化対応などを考慮し、より良い教育環境の整備と教育の質的な向上

を図るため、教育施設等の適正規模及び適正配置の検討を行い、施設総量の更なる縮減を図っ

ていきます。 

また、教育施設等の目標使用年数や改修時期、施設規模等も考慮して、適正配置の具体的な

検討を進めることは、改修費用等を縮減することも可能となることから、相互に連動する形で、

検討を進めていきます。 

 

〇施設の複合化 

児童生徒数の減少により生じた余剰スペース等については、資産の有効活用等の観点から、

施設の複合化を検討していきます。 

▼公共施設との複合化 

従来備わっていた学校施設における地域活動の場としての役割等なども踏まえ、地域の公共

施設との複合化について検討していきます。 

▼民間施設との複合 

民間施設の多様な運営ノウハウや、有効な情報を用いることのできる複合化事業の検討によ

り、資産の有効活用と、地域活力の維持増進に寄与する教育施設等の在り方について検討し

ていきます。 

 

〇教育施設等の跡地や既存施設の活用 

適正配置の取組により生じた施設跡地や既存施設については、財源の確保や資産の有効活用

の観点から、売却・貸付け等も含め総合的な観点から利活用方策を検討していきます。 
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6.2.施設の適正規模の検討 

適正規模・配置の検討に当たっては、市民ニーズ、地域の実情等を見極めつつ、統廃合を含め、

適正規模・配置を検討していくことが重要であり、文部科学省の「公立小学校・中学校の適正規

模・適正配置等に関する手引」などを参考にしながら、以下に示す視点に留意し、適正規模の検

討を進めていきます。 

▼保護者、地域、行政の協力体制 

▼隣接校との統合、適地での新築 

▼学校規模・学級数 

▼通学区域の再編、通学距離・通学時間、通学手段、スクールバスの活用 

▼廃校の校舎・跡地の利活用 

▼余裕教室・空き施設の利活用 

▼地域のコミュニティ 

 

＜参考１＞学校規模の標準（学校教育法施行規則第41条、第79条） 

法令上、学校規模の標準は、学級数により設定されており、小・中学校ともに「12学級以上18

学級以下」が標準とされているが、この標準は「特別の事情があるときはこの限りでない」という

弾力的なものとなっている。 

参考：公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引/文部科学省 

＜参考２＞望ましい学級数の考え方 

小学校では、まず複式学級を解消するためには少なくとも１学年１学級以上（６学級以上）であ

ることが必要。また、全学年でクラス替えを可能としたり、学習活動の特質に応じて学級を超えた

集団を編成したり、同学年に複数教員を配置するためには１学年２学級以上（12学級以上）ある

ことが望ましい。 

中学校についても、少なくとも１学年２学級以上（６学級以上）が必要。また、免許外指導をな

くしたり、全ての授業で教科担任による学習指導を行ったりするためには、少なくとも９学級以上

を確保することが望ましい。 

参考：公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引/文部科学省 

＜参考３＞学級数が少ないことによる学校運営上の課題 

一般に、学級数が少ない学校においては、児童生徒数や教職員数が少なくなることによる影響も

含め、次のような学校運営上の課題が生じる可能性がある。 

①クラス替えが全部又は一部の学年でできない。 

②クラス同士が切磋琢磨する教育活動ができない。 

③通常より教員を多く配置すること（加配）なしには、習熟度別指導などクラスの枠を超えた多様

な指導形態がとりにくい。 

④クラブ活動や部活動の種類が限定される。 

⑤運動会・文化祭・遠足・修学旅行等の集団活動・行事の教育効果が下がる。 

⑥男女比の偏りが生じやすい。 

⑦上級生・下級生間のコミュニケーションが少なくなる、学習や進路選択の模範となる先輩の数が

少なくなる。 
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⑧体育科の球技や音楽科の合唱・合奏のような集団学習の実施に制約が生じる。 

⑨班活動やグループ分けに制約が生じる。 

⑩協働的な学習で取り上げる課題に制約が生じる。 

⑪教科等が得意な子供の考えにクラス全体が引っ張られがちとなる。 

⑫生徒指導上課題がある子供の問題行動にクラス全体が大きく影響を受ける。 

⑬児童生徒から多様な発言が引き出しにくく、授業展開に制約が生じる。 

⑭教員と児童生徒との心理的な距離が近くなりすぎる。 

参考：公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引/文部科学省 

＜参考４＞小規模校のメリット 

一般に、小規模校には次のようなメリットが存在すると言われている。 

①一人一人の学習状況や学習内容の定着状況を的確に把握でき、補充指導や個別指導を含めたきめ

細かな指導が行いやすい。 

②意見や感想を発表できる機会が多くなる。 

③様々な活動において、一人一人がリーダーを務める機会が多くなる。 

④複式学級においては、教師が複数の学年間を行き来する間、児童生徒が相互に学び合う活動を充

実させることができる。 

⑤運動場や体育館、特別教室などが余裕をもって使える。 

⑥教材・教具などを一人一人に行き渡らせやすい。例えば、ＩＣＴ機器や高価な機材でも比較的少

ない支出で全員分の整備が可能である。 

⑦異年齢の学習活動を組みやすい、体験的な学習や校外学習を機動的に行うことができる。 

⑧地域の協力が得られやすいため、郷土の教育資源を最大限に生かした教育活動が展開しやすい。 

⑨児童生徒の家庭の状況、地域の教育環境などが把握しやすいため、保護者や地域と連携した効果

的な生徒指導ができる。 

参考：公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引/文部科学省 

 

6.3.１０年後の学校施設の検討 

当面現在の配置を維持するものとしますが、少子化と人口減少の加速から、今後の更なる児童

生徒数の減少により、単学級の学年が徐々に増加し、余裕教室が増加していくと予想されます。 

学校施設の規模や適正配置については、地域の実情に応じて、余裕教室など空きスペースの有

効活用、または不要となった一部施設の減築、他の公共施設との複合化・共用化、学校施設の統

廃合など様々な方向性が考えられます。 

そのため、老朽化に伴う改修工事の実施時期に合わせた小学校の統廃合を検討するなど、本計

画の検討結果を踏まえながら、無駄のない施設配置の方向性について検討していきます。 
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7.基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 

7.1.改修等の整備水準 

本市の学校施設は建設後 30 年以上を経過した施設が多く、経過年数による建物の老朽化が進

行しており、外壁部材の落下や躯体強度の低下など安全面への対応が必要となっています。また、

建設当時は一般的な整備水準であった施設も、現代の教育制度で求められるＩＣＴ化や省エネル

ギー性、バリアフリー等の社会的要求への対応が難しくなっています。 

そのため、「５.保全に係る基準等の設定」で示したように、これまでの改築中心の考え方から、

予防保全的な改修を行い施設の長寿命化を図る考え方に改め、老朽化した設備を現代の技術水準

で更新することで設備のグレードアップを図り、現代の社会的要求に対応できるよう、「安全面」

「機能面」「環境面」「財政面」の４つの視点に基づき、施設改修を実施するものとします。 

 

図表 長寿命化において配慮すべき事項 

項目 内容 

安全面 

部材の経年劣化による外壁・窓などの落下、鉄筋の腐食やコンクリートの劣化によ

る構造体としての強度の低下、ガス・水道・電気の設備配管等の劣化等、安全面の低

下に配慮します。また、災害発生時に避難場所となる役割を担っており、施設自体の

耐震性・安全性に加え、避難場所として必要な機能確保にも配慮します。 

【整備項目例】 

・躯体のクラック補修 

・屋上防水改修、外装吹き付け材グレードアップ改修 

・内装全面改修（床、壁、間仕切り等） 

・非常用発電設備の設置（体育館） 

・アスベスト等の除去 等 

機能面 

教育内容・方法の多様化に伴い、少人数指導やＩＣＴを活用した教育に適応した整

備を目指すとともに、老朽化したトイレの改修による衛生面の改善や、障害者の利用

しやすいバリアフリー化への対応など、機能的な施設づくりに配慮します。 

【整備項目例】 

・多様な学習内容・学習形態へ対応した教室等整備 

・コンピューター等のハードウェア整備の更新 

・トイレ改修（洋式化、乾式化） 

・バリアフリー対応（段差の解消） 

・空調換気、給排水管等の更新 等 

環境面 

壁や窓等の断熱化による冷暖房の効率化や、照明機器等の省エネルギー化による使

用電力量の抑制、二酸化炭素排出量の削減など、エコ改修の推進により環境面に配慮

します。 

【整備項目例】 

・断熱性の向上（壁、開口部） 

・遮音性の向上（壁、開口部） 

・設備の高効率化（ＬＥＤ化、人感センサー等） 等 

財政面 
改築中心の考え方から施設の長寿命化へと考え方を改め、将来における施設の更新

費用負担を軽減させるとともに、建築経費の縮減と財政負担の平準化に配慮します。 
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7.2.維持管理の水準・手法等 

①日常点検や定期点検の推進 

学校施設は、児童生徒等の学習・生活の場であるとともに、災害時には避難所としての役割を

担っており、日常はもとより災害時においても十分な安全性・機能性を有することが求められま

す。 

しかし、経年劣化等により、突然外壁タイルや天井板が落下するなどの事故が発生する可能性

があり、重大な障害のリスクを事前に低減しておくことが重要です。 

そのため、対症療法的な事後保全を行うだけでなく、劣化の状況を予測し、適切な時期に更新

や修繕を行うなど、障害の発生前に対処して、施設の機能を常に正常な状態に維持していく「予

防保全」を推進する必要があります。 

「予防保全」を的確に推進するためには、重要な部位又は設備について、適切な時期に適切な点

検・診断を行い、発見された不具合については速やかに補修していく事が重要です。そのために

は、日常点検や定期点検による管理を重視し、これらの点検を施設管理の基本サイクルに入れて

いく必要があります。 

【点検対象となる建物の部位（例）】 

・屋上・屋根 

・外壁 

・外部建具（窓、扉等） 

・受変電設備 

・非常用発電設備 

・空調設備（エアコン、ボイラー） 

・換気設備（ダクト、送風機） 

・消防用設備（自動火災報知設備、屋内消火栓設備、消火器、誘導灯等） 

・給排水衛生設備（屋内給水設備、ポンプ類等） 等 

 

 

②実施体制 

これまで実施してきた専門業者による定期的な点検を継続するとともに、教職員による日常的

な点検を更に充実させるものとします。 

なお、現在、教職員の方々による点検が行われていますが、点検内容の一層の充実を目指し、

文部科学省が作成した「安全で快適な学校施設を維持するために」に則した点検を行うものとし

ます。 

 

図表 施設・設備点検の実施体制 

点検・調査 調査者 実施時期 実施状況 

日常的な点検 教職員 毎日 随時見回り 

定期点検 

（法定点検） 

専門業者 定められた期間毎 建築基準法第 12 条点検 

消防設備点検 
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図表 主な日常的な点検内容（例） 

点検設備 症状 危険性 留意点 

天井 ●天井ボードがはずれ、落

ちかけている 

●天井吊りのテレビモニタ

ーがグラつく 

●天井にシミができた 

●剥がれかかった天井ボー

ド等は落下の危険性あり 

●天井のシミは漏水などが

考えられるので、専門家

による調査が必要 

内壁 ●壁モルタルに亀裂が入っ

た 

●ボードが割れた 

●トイレなどでタイルが割

れた、剥がれた 

●モルタル等が欠け落ちて

くる可能性あり 

●木製扉のささくれ、クギ

等の突起物は怪我の原因

となるため、措置が必要 

床 ●シートが剥がれた、摩耗

した 

●タイルが剥がれた、割れ

た 

●階段の滑り止め金具が外

れた 

●床の損傷は転倒など、怪

我の原因になる 

●放置すると損傷が広がる

ことがあるため、応急措

置が必要 

●床は濡れたままにすると

剥がれ、割れ等の原因に

なるため、その都度ふき

取ることが大切 

外壁 ●外壁、庇に亀裂が入った 

●外壁のモルタルが落ちて

きた 

●鉄筋が露出している 

●モルタルが落下する危険

性があり、放置すると損

傷の範囲が拡大 

●児童生徒が近づかないよ

うなバリケード設置する

等の措置が必要 

●専門家による調査が必要 

屋外遊具

施設等 

●屋外の鉄製の遊具施設に

サビがでている 

●国旗掲揚ポールの固定部

分、根本が腐食している 

●鉄棒等にグラつきがある 

●鉄の腐食は進行が早く、

突然倒壊する可能性あり 

●遊具施設は直接雨風にさ

らされ、乱暴に扱われる

ことがあるため、グラつ

かないか、ボルトが緩ん

でいないか等の点検が必

要 

屋外階段 ●階段手すりがグラつく 

●鉄骨階段にサビが発生し

た 

●手すり踏み板などの痛み

が著しい場合、緊急時に

避難する際、転倒するな

ど支障となる 

●手すりのサビ、グラつき

の点検が必要 

●サビが進行しないうちに

塗装の塗り替えを行うこ

とが必要 

参考：安全で快適な学校施設を維持するために/文部科学省 
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8.長寿命化計画の策定 

8.1.保全優先度の設定 

①優先順位付けの基本的な考え方 

長寿命化改修及び大規模改造工事は棟単位で行うことを基本とし、優先順位付けの基本的な考

え方については次の点を考慮します。 

▼本計画における劣化状況調査の結果 

▼建築年次 

▼過去の改修履歴 

▼その他今後の学校整備計画上考慮するべき理由 

 

優先順位の設定に当たっては、第１段階では前述した「劣化調査結果」及び「築年数」につい

て、４つのステージに分けて、Ⅰ・Ⅱグループにランクされる建物を優先することとします。 

続いて、上記の優先順位設定に続き、劣化状況評価の健全度ポイントや、屋根・屋上、外壁、内

部仕上げの劣化状況評価度Ｄ及びＣを対象に、修繕周期なども踏まえて検討します。 

最後に、これらの結果に加え、現在進行中の整備予定等を考慮した実施計画を策定します。 

 

◆優先度の設定フロー 

対象施設の劣化調査結果及び基本情報より 

 

ステップ１ 
「劣化状況調査の結果（劣化度）」及び「築年数」について４つのステージに区分、

「Ⅰグループ」、「Ⅱグループ」にランクされる建物を優先して検討 

 

ステップ２ 
屋根・屋上・外壁・内部仕上の劣化状況評価（Ｃ・Ｄ）評価の部位を対象に、部

位修繕箇所を拾い出して検討 

 

ステップ３ 現在進行中の整備予定等を考慮して整備の優先順位を検討 

 

実施計画 
◆ステップ１からステップ３の検討結果を踏まえ、今後５ヶ年の実施計画（個別

施設整備計画）を作成 
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②優先順位に向けた考察 

対象施設の「劣化度」と「築年数」で区分した場合、劣化度 40 点以上で築 40 年以上の「Ⅰ

グループ」や築 40 年未満でも劣化度 40 点以上の「Ⅱグループ」については、早期に大規模な

改修等を図る必要があると考えられます。 

「Ⅲグループ」及び「Ⅳグループ」については、「築年数」や劣化状況評価（Ｄ・Ｃ）評価の進行

状況に着目して、適切な時期に修繕を行っていくものとします。 

 

図表 「劣化度」と「築年数」による整備の優先度 

優先度 区分 劣化度（100-健全度） 築年数 

高い Ⅰグループ 40 点以上 40 年以上 

 Ⅱグループ 40 点以上 40 年未満 

 Ⅲグループ 40 点未満 40 年以上 

低い Ⅳグループ 40 点未満 40 年未満 

 

図表 「劣化度」と「築年数」の散布図 
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図表 優先的整備が必要な対象施設 

※劣化状況評価基準 

劣化状況 

評価基準 

Ａ おおむね良好 

Ｂ 部分的に劣化 

Ｃ 広範囲に劣化 

Ｄ 早急に対応する必要がある 

 

グ
ル
ー
プ 

学校名 建物名 築年数 
劣
化
度 

(1
00

-

健
全
度
） 

劣化状況評価結果 

屋根・ 

屋上 
外壁 

内部 

仕上 

電気 

設備 

機械 

設備 

Ⅰ 
岩井第一小学校 屋内運動場 53 60 C C C C C 

岩井中学校 部室 41 56 C C C C B 

Ⅱ 

七重小学校 校舎 38 49 D D B B B 

七重小学校 屋内運動場 37 45 B C C B A 

弓馬田小学校 校舎 1 39 44 B D B B B 

弓馬田小学校 屋内運動場 37 48 B C C B B 

飯島小学校 校舎 33 51 C C C B B 

七郷小学校 屋内運動場 38 54 D C C B B 

内野山小学校 校舎 39 51 C C C B B 

岩井中学校 卓球場 35 54 D C C B B 

Ⅲ 

猿島幼稚園 遊戯室 56 32 C C B A A 

猿島幼稚園 管理保育室 42 38 C C B B B 

岩井第一小学校 校舎 1 40 9 B B A A A 

岩井第二小学校 校舎 44 38 C C B B B 

岩井第二小学校 特別教室 45 28 C B B B B 

岩井第二小学校 昇降口 44 25 B B B B B 

岩井第二小学校 屋内運動場 43 7 A B A A A 

七郷小学校 校舎 48 23 A B B B B 

生子菅小学校 校舎 1、2 45 25 B B B B B 

生子菅小学校 屋内運動場 44 0 A A A A A 

逆井山小学校 校舎 46 32 C B B B C 

逆井山小学校 屋内運動場 44 19 B B B A A 

逆井山小学校 特別教室 41 33 C C A B C 

沓掛小学校 校舎 1 52 38 C C B B B 

沓掛小学校 屋内運動場 45 15 B A B B A 

沓掛小学校 校舎 2 52 35 C C B A B 

内野山小学校 屋内運動場 43 0 A A A A A 

東中学校 校舎 1 46 20 A B B B A 

東中学校 屋内運動場 45 11 B A B A A 

東中学校 校舎 2 42 0 A A A A A 

岩井中学校 普通教室棟 42 32 C B B B C 

岩井中学校 渡り廊下① 42 15 D B A A A 

岩井中学校 管理教室棟 41 25 B B B B B 

岩井中学校 特別教室棟 41 10 A B A B A 

岩井中学校 屋内運動場 41 12 A A B A B 

猿島中学校 校舎 1 50 42 C C B B C 

猿島中学校 校舎 2 49 37 A C B B C 

猿島中学校 校舎 3 48 0 A A A A A 

猿島中学校 屋内運動場 48 22 B B B B A 
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グ
ル
ー
プ 

学校名 建物名 築年数 
劣
化
度 

(1
00

-

健
全
度) 

劣化状況評価結果 

屋根・ 

屋上 
外壁 

内部 

仕上 

電気 

設備 

機械 

設備 

Ⅳ 

猿島幼稚園 保育室 20 12 A A B A B 

七重小学校 特別教室 22 0 A A A A A 

弓馬田小学校 校舎 2 15 2 B A A A A 

飯島小学校 屋内運動場 39 7 A B A A A 

猿島幼稚園 保育室 20 12 A A B A B 

七重小学校 特別教室棟 22 0 A A A A A 

弓馬田小学校 校舎 2 15 2 B A A A A 

飯島小学校 屋内運動場 39 7 A B A A A 

神大実小学校 屋内運動場 39 0 A A A A A 

神大実小学校 校舎 33 38 C C B B B 

岩井第一小学校 校舎 2 9 25 B B B B B 

七郷小学校 特別教室 23 25 B B B B B 

中川小学校 校舎 36 38 C C B B B 

中川小学校 屋内運動場 38 28 C B B B B 

長須小学校 校舎 1 39 10 A B A B A 

長須小学校 校舎 2 29 22 B B B B A 

長須小学校 屋内運動場 37 37 B D B A A 

沓掛小学校 校舎 3 20 15 C B A A B 

内野山小学校 特別教室 21 22 B B B B A 

東中学校 校舎 3 31 12 A A B A B 

東中学校 武道場 21 16 B B A B B 

岩井中学校 渡り廊下② 12 15 D B A A A 

岩井中学校 武道場 23 19 B B B A A 

南中学校 普通教室 34 25 B B B B B 

南中学校 渡り廊下 34 12 B B A A B 

南中学校 特別教室棟 34 22 B B B A B 

南中学校 屋内運動場 34 28 C B B B B 

南中学校 武道館 22 9 B B A A A 

猿島中学校 課外活動部室棟 30 34 A C B A C 
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いくつかの施設においては、具体的な整備計画等が進行しており、これらの要因を考慮して実

施計画を策定するものとします。 

 

図表 実施計画に向けた考慮事項 

施設名 建物名 優先順位が変化する理由等 

逆井山小学校 校舎 
2021 年度にトイレ改修を予定 

（2020 年度に設計、2021 年度に工事を予定） 

岩井中学校 部室 
2021 度に改築を予定 

（2020 年度に設計、2021 年度に工事を予定） 

各小中学校 校舎等 2021 年度に小便器改修工事を予定 

岩井第一小学校 屋内運動場 
2022 年度に改築を予定 

（2021 年度に設計、2022 年度に工事を予定） 

弓馬田小学校 屋内運動場 
2023 年度に長寿命化改修を予定 

（2022 年度に設計、2023 年度に工事を予定） 

七郷小学校 屋内運動場 
2023 年度に長寿命化改修を予定 

（2022 年度に設計、2023 年度に工事を予定） 

中川小学校 屋内運動場 
2024 年度に長寿命化改修を予定 

（2023 年度に設計、2024 年度に工事を予定） 

長須小学校 屋内運動場 
2024 年度に長寿命化改修を予定 

（2023 年度に設計、2024 年度に工事を予定） 

南中学校 屋内運動場 
2024 年度に長寿命化改修を予定 

（2023 年度に設計、2024 年度に工事を予定） 
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8.2.長寿命化のコストの見通しと長寿命化の効果 

改修等の優先順位づけを考慮し、長寿命化改修を実施した場合、今後 40 年間の維持・更新コ

ストは総額 319億円（年平均 8.0億円）となります。 

「従来型」から「長寿命型」に変更していくことで、従来型（総額 374億円）より 55億円の

経費削減が期待できます。 

 

 

試算条件 

●工事費単価 

工種 周期 単価 

園舎 校舎 体育館 武道場 

改築 80 年 330,000 円/㎡ 

長寿命化改修 40 年 
198,000 円/㎡ 

（改築単価×60%） 

大規模改造 20 年 
82,500 円/㎡ 

（改築単価×25%） 

82,500 円/㎡ 

（改築単価×25%） 

72,600 円/㎡ 

（改築単価×22%） 

72,600 円/㎡ 

（改築単価×22%） 

●改築・長寿命化改修：工事期間２年 

●大規模改造：工事期間１年 

 

 

しかし、本市の過去の施設関連経費を考慮すると年平均４億円台半ばしか見込めず、長寿命化

によるコスト試算 8.0億円を下回る事業費しか確保できないため、直近の５年間においては、こ

れらの財政状況を考慮し、具体的な整備計画ある建物、保全優先度Ⅰ・Ⅱグループにランクされ

る建物、屋上・屋根、外壁、内部仕上のいずれかに劣化評価Ｄがある建物等を優先し、改修・修繕

を実施するものとします。  
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10年間

13.4億円/年

今後の維持・更新コスト（長寿命化型）

7.7億円/年

対象建物
64棟

8.0万㎡

40年間の総額

319億円

40年間の平均

8.0億円/年

1.9倍

過去の

施設関連経費

4.2億円/年

施設整備費
（修繕維持費含む）

改築 長寿命化改修 大規模改造 部位修繕 縮減費
その他施設
関連費

維持修繕費
光熱水費
・委託費

施設整備費
（修繕維持費含む）

改築 長寿命化改修 大規模改造 部位修繕 縮減費
その他施設
関連費

維持修繕費
光熱水費
・委託費

施設整備費
（修繕維持費含む）

改築 長寿命化改修 大規模改造 部位修繕 縮減費
その他施設
関連費

維持修繕費
光熱水費
・委託費

図表 今後の維持・更新コスト（長寿命化型） 
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(百万円)

施設名 事業費 施設名 事業費 施設名 事業費 施設名 事業費 施設名 事業費
改築

岩井中部室（設計） 6.8 岩井中部室 43.6

岩井第一小屋内運
動場（設計）

41.0
岩井第一小屋内運
動場

400.0

猿島幼稚園遊戯室
（設計）

5.3

長寿命化改修 七郷小屋内運動場
（設計）

14.3 七郷小屋内運動場 142.6

弓馬田小屋内運動
場（設計）

14.2
弓馬田小屋内運動
場

141.8

岩井中卓球場（設
計）

8.9 岩井中卓球場 89.1

中川小屋内運動場
（設計）

14.3 中川小屋内運動場 142.6

長須小屋内運動場
（設計）

14.2 長須小屋内運動場 142.2

南中屋内運動場
（設計）

24.1 南中屋内運動場 240.6

七重小屋内運動場
（設計）

14.2

部位改修 逆井山小トイレ改修
（設計）

4.2 逆井山小トイレ改修 138.0

各小学校小便器改
修

9.5

各中学校小便器改
修

1.4

岩井中渡廊下① 2.8

岩井中渡廊下② 3.0

小計 11.0 233.5 437.3 431.8 544.8
その他施設整備 7.3 7.3 7.3 7.3 7.3
維持修繕費 25.7 25.7 25.7 25.7 25.7
光熱水費・委託費 74.1 74.1 74.1 74.1 74.1

合計 118.1 340.6 544.4 538.8 651.9
1.2億円 3.4億円 5.4億円 5.4億円 6.5億円

5か年総計 21.9億円

年平均金額 4.4億円

2024
R2 R3 R4 R5 R6

　　　　　　　　　年度

事業名称

2020 2021 2022 2023

8.3.今後の実施計画 

今後５年間の実施計画は以下のとおりとし、今後の市の財政状況等を勘案しながら、計画を進

めていきます。 

 

図表 今後５か年の整備計画 
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9.継続的な施設実施体制の検討と確立 

9.1.施設情報の整理 

本計画を進めていくに当たり、適切な見直し、更新が必要であり、学校施設における過去の改

修・修繕履歴や当該施設の実態を把握することが重要になります。 

そのためには、定期点検等において把握した点検・調査結果を基にしながら、施設の状況や過

去の改修履歴、職員からの修繕要望や不具合状況等などを一元管理するデータベースの運用が効

果的です。 

 

9.2.推進体制等の整備 

上記で述べたデータベースを効果的に運用するには、「学校・設置者・専門業者」の協力と連携

体制が重要となります。 

日常的な点検や定期点検により明らかとなる緊急性を要する修繕・改善事項、優先順位の高い

修繕・改善事項などの情報をデータベースに集積し、その情報を庁内関係各課や営繕担当者、各

学校と共有して連携を図るとともに、長寿命化計画に反映させ優先順位を見直すことで、より効

果的な整備メニューの検討や改修計画の見直し等が期待出来ます。 

 

図表 推進維持体制のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

維持管理計画 
に基づく改修等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

データベース 
情報収集 

（設置者管理） 

関係各課や 
営繕担当者との 
情報共有連携 

予算措置 

緊急性を要する 
修繕・改善事項 

優先順位の高い 
修繕・改善事項 

優先順位の見直し 

定期点検 
（専門業者） 

日常的な点検 
（教職員） 

日常的な修繕 

緊急性を要する 
修繕・改善事項 

優先順位の高い 
修繕・改善事項 

設置者と教職員の情報共有・連携 
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9.3.フォローアップ 

本計画は 40 年間という長期の計画であり、児童生徒数の推移、財政状況や学校を取り巻く環

境の変化、地域の実情に配慮した適正規模・配置等に対応する必要があるため、５年間隔を目途

にＰＤＣＡサイクルによるフォローアップを実施することとします。 

 

図表 ＰＤＣＡサイクルの運用による進捗管理のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｐｌａｎ 
（計画） 

長寿命化計画・実施計画の策定・ 

見直し 

Dｏ 
（実施） 

・長寿命化計画・実施計画と点検結

果に沿った修繕・改修等の実施 

・日常的な維持管理の実施 

Cｈｅｃｋ 
（評価） 

実施の効果を検証し改善点など課題

を抽出 

Ａｃｔｉｏｎ 
（改善） 

建物状態、利用状況、財務状態等か

ら改善を実施 

５年間隔の 
見直しサイクル 


